




 

 

 

議案第12号資料 

 朝来市介護保険法の規定により条例に委任された基準等に関する条例新

旧対照表 

現     行 改  正  案 
  

（指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準） 

（指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準） 

第５条 法第78条の４第１項及び第２項

の規定による条例で定める指定地域密

着型サービスの事業の基準は、次項か

ら第６項までに定めるもののほか、指

定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準（平成18年厚

生労働省令第34号。以下この条におい

て「省令」という。）に定める基準（当

該基準の特例として定められている基

準がある場合には、その基準とし、省

令第３条第１項に定める基準を除く。）

をもって、その基準とする。この場合

において、省令第３条の40第２項、第

17条第２項、第36条第２項、第40条の

15第２項、第60条第２項、第87条第２

項、第107条第２項、第128条第２項、

第156条第２項（省令第169条において準

用する場合を含む。）及び第181条第２

項に定める基準中「２年間」とあるの

は、「５年間」とする。 

第５条 法第78条の２の２第１項各号並

びに第78条の４第１項及び第２項の規

定による条例で定める指定地域密着型

サービスの事業の基準は、次項から第

６項までに定めるもののほか、指定地

域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営に関する基準（平成18年厚生労

働省令第34号。以下この条において「省

令」という。）に定める基準（当該基準

の特例として定められている基準があ

る場合には、その基準とし、省令第３

条第１項に定める基準を除く。）をもっ

て、その基準とする。この場合におい

て、省令第３条の40第２項、第17条第

２項、第36条第２項（省令第37条の３に

おいて準用する場合を含む。）、第40条

の15第２項、第60条第２項、第87条第

２項、第107条第２項、第128条第２

項、第156条第２項（省令第169条におい

て準用する場合を含む。）及び第181条

第２項に定める基準中「２年間」とある

のは、「５年間」とする。 

２（略） ２（略） 

３ 指定地域密着型サービス事業者は、

省令第９条第２項、第25条第２項（省令

第40条の16において準用する場合を含

む。）、第50条第２項、第118条第６

項、第137条第６項及び第162条第８項

の評価の結果を公表するよう努めなけ

ればならない。 

３ 指定地域密着型サービス事業者は、

省令第９条第２項、第25条第２項（省令

第37条の３及び第40条の16において準

用する場合を含む。）、第50条第２項、

第118条第６項、第137条第６項及び第

162条第８項の評価の結果を公表するよ

う努めなければならない。 

４ 指定地域密着型サービス事業者は、

省令第３条の30第４項、第15条第４

項、第30条第３項（省令第40条の16、第

61条、第88条及び第182条において準用

する場合を含む。）、第103条第３項、

第126条第４項、第149条第３項及び第

167条第４項の研修の実施計画を従業者

４ 指定地域密着型サービス事業者は、

省令第３条の30第４項、第15条第４

項、第30条第３項（省令第37条の３、第

40条の16、第61条、第88条及び第182条

において準用する場合を含む。）、第

103条第３項、第126条第４項、第149条

第３項及び第167条第４項の研修の実施



 

 

 

の職務内容、経験等に応じて策定し、

実施した研修の記録を保管するととも

に、必要に応じて研修の見直しを行う

ことにより、従業者の計画的な育成に

努めるものとする。 

計画を従業者の職務内容、経験等に応

じて策定し、実施した研修の記録を保

管するとともに、必要に応じて研修の

見直しを行うことにより、従業者の計

画的な育成に努めるものとする。 

５、６（略） ５、６（略） 

  

 


